
 

 

伊勢原市と小田急電鉄㈱が令和５年３月に締結した「持続可能なまちづくりを推進する連携協定」に基づき、「都市計画道路田中笠窪線整備事業」と「新たな総合車両所建設計画」を契機として、新たな

産業都市軸の形成やスマート新駅の検討など、『新たな地域拠点』の創出に向けた持続可能なまちづくりの検討を進めています。 

 

 

 

 

 
 
 
  

総合車両所の移転計画地周辺における『新たな地域拠点』の創出に向けたまちづくりのイメージ（令和７年３月中間とりまとめ） 

（2）「新たな総合車両所」周辺の概要 

「新たな総合車両

所」の周辺は、工業

団地や農地、住宅地

などが広がる地域

です。 

また、その北部で

は、東名高速道路の

「伊勢原大山イン

ターチェンジ」の開

通に伴う新たな産

業集積も予定され

ています。 
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（1）『新たな地域拠点』の位置づけ 

市内には中心拠点（伊勢原駅周辺）と地域拠点（愛甲石田駅周辺）の２つの既存拠点があ

ります。伊勢原市都市マスタープラン（令和７年３月改定）では、「新たな総合車両所」

の建設計画に伴い、周辺地域の現状や将来的なニーズの拡大などの課題に対応する

ための『新たな地域拠点』を位置づけ、新しいまちづくりの検討を進めています。 

『新たな地域拠点』の創出にあたっては、それぞれの拠点性が失われないよう、各

拠点の強みを活かした役割分担とともに、市街地や地域資源がコンパクトにまとま

った都市構造を維持し、各拠点が相互に連携した持続的な発展を目指します。 

各課題に対応するための『新たな地域拠点』におけるまちづくりの方向性とし

て、「新たな活力」の創出と「安心の暮らし」の実現を位置づけます。 

その中心となる地域拠点の創出にあたっては、市全体への波及効果を見据えた

多様な分野の連携による“先進的（スマート）”な取り組みを推進します。 

（3）『新たな地域拠点』におけるまちづくりの方向性 

［新たな地域拠点におけるまちづくりの方向性］ 

就業者や居住者の移動ニーズに 

対応したモビリティの確保が必要。 

地域経済の活性化に寄与する 

農業・観光の振興が必要。 

住宅地における水害リスク等の 

自然災害への対応が必要。 

教育や高齢者支援など、定住に向け 

た地域福祉等への対応が必要。 

高齢化に伴う需要に備えた、公共 

交通不便地域の解消が必要。 

市全体の発展に寄与する先進的な 

取り組みの実践が必要。 

暮らしの変化に対応した生活機能の 

充実と交通結節機能の構築が必要。 

産業立地に伴う環境負荷の低減や 

地域への恩恵が必要。 
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新たな地域拠点 
（新たな総合車両所周辺） 

・市全体の持続的な発展に寄

与する次世代型のモデルと

なる新しい地域拠点 

・市内の交通網の起点となる

新しい交通結節拠点 

中心拠点 
（伊勢原駅周辺） 

・伊勢原駅や商業機能、公共

機能を有する市全体の中心

となる拠点 

・伊勢原駅から大山等へ向か

うための観光・交通の拠点 

地域拠点 
（愛甲石田駅周辺） 

・周辺市街地での都市活動や

日常生活を支えるための地

域の拠点 

・周辺企業の就業者が通勤す

るための起点となる拠点 

新たな 
地域拠点 

中心拠点 地域拠点 

活力の 
ネットワーク 

［都市構造のイメージ図］ 

【資料】伊勢原市都市計画マスタープラン 

 

新たな活力の創出 

産業間での連携や 

市内従業者の移動支援 

≪まちづくりの効果≫ 

「活力のネットワーク」の強化 

≪方向性①≫ 

安心の暮らしの実現 

誰もが安心して快適に 

暮らせる拠点機能の充実 

≪まちづくりの効果≫ 

定住促進、持続可能性の強化 

市全体への効果の波及 

≪その中心となる『新たな地域拠点』の創出≫ 

多様な分野が連携した“スマート”な地域拠点づくり 

人が憩う新たな場所 体験する新たな学び 挑戦する新たな実践 

≪方向性②≫ 

【地域経済の活性化に寄与する活力】 

工業団地とのネットワークの強化により、従業者が働きやすい、移動しやすい環

境が求められます。 

農業や観光振興などの地域経済を支える活力となる産業を生み出すことが求め

られます。 
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【周辺地域における安心の暮らし】 

住民、特に周辺地域の子育て世帯や高齢者などが安心して暮らすことのできる

居住環境の維持が求められます。 

新たな就業者や居住者の日常的な移動や暮らしを支えるための地域拠点の創出

が求められます。 

 拠点ごとに位置づけを差別化

することで、利用者の平準化と

既存機能の維持を図ります。 

別紙（１） 



 

（4）『新たな地域拠点』の将来イメージ※ 

 

 

 

工業団地や企業の 従業者 にとっては… 

・交通結節点や「活力のネットワーク」を担う新たな移動

支援を利用して、工業団地への通勤や公共交通の乗り

換えをシームレスに行うことができる 

・拠点内の快適な屋外空間などで、自由時間を過ごすこ

とができる 

・マイクロモビリティなどを使って、拠点内を自由に移動

することができる 

  
 

近隣で暮らす 居住者 にとっては… 

・拠点機能の充実により、高齢者や子育て世帯が安心し

て暮らすことができる 

・『新たな地域拠点』の周辺で働くことで、職住近接の暮

らしができる 

・交通結節点や新たな生活モビリティサービスなどを利

用して、自家用車に頼らずに多方面へアクセスすること

ができる 

・地域学習として、新たな総合車両所などの最先端の産

業施設を見学･体験することができる 

  
 

地域を訪れる 来街者 にとっては… 

・観光や地域学習として、新たな総合車両所などの最先

端の産業施設を見学･体験することができる 

・自然と触れ合い、気軽に農業を体験することができる 

・自動運転車両などの新たな移動支援を利用して、効率

的に各種施設やサービスを体験することができる 

  
 

地域内に立地する 企業･事業者 にとっては… 

・地域拠点の公共空間を使って、次世代型のモビリティや

自社開発サービスなどの実証実験などに挑戦できる 

・実証実験や研究開発の実践を通して、企業のＰＲや信頼

性、技術力などを発信することができる 

・最新技術を活用して、『新たな地域拠点』の利用者など

に関するデータを収集することができる 

  
 

 各拠点との役割分担や、まちづくりの方向性を踏まえた、

『新たな地域拠点』の将来イメージを示します。 

 イメージの検討にあたっては、“どのような人々が、どのよ

うに暮らしたり、活動したりすることができるのか”とい

う視点から、多様な分野が連携し、拠点機能を充実させる

ための「３つのテーマ」を設定しました。 

※１：資料：伊勢原市総合車両所の移転計画地周辺のまちづくりに関するアンケート調査結果（調査期間：令和 7 年 1 月下旬～2 月下旬） 

※２：「生活モビリティサービス」とは、日常生活の移動を支援するため、自動運転技術などを活用して、地域や個人のニーズに合わせた移動手段を提供する仕組みです。 

※３：「ＥＶ車両（電気自動車）」とは、充電した電気で走行する環境にやさしい車で、災害時には非常用電源として家庭や避難所に電力を供給することができます。 

※４：「スマート農業」とは、ＡＩやドローンなどの最新技術を活用し効率よく農作物を育てることで、農業の担い手不足や高齢化に対応した次世代の農業スタイルです。 

※５：「農鉄連携」とは、鉄道と農業が協力し、地元産の農産物を駅で販売したり、貨物輸送に鉄道を活用したりして、農業振興や地域活性化を目指す取り組みです。 

［地域住民の意向］※１ 

総合車両所の移転計画地周辺のまちづくりに対し、

期待することは何ですか。（複数選択） 

 
上位５項目を表示 

多様な分野が連携し、拠点機能を充実させるための「３つのテーマ」 

①  居住者や就業者などの“人が憩う”新たな場所 

▶ 例）暮らしを支える生活機能、日常的に人が集い交流を生む施設 などの検討 

② 産業の集積により“体験する”新たな学び 

▶ 例）地域の産業を学ぶ施設見学、地域の魅力を知る情報発信 などの検討 

③ 最先端技術を活用して“挑戦する”新たな実践 

▶ 例）次世代型の新たな交通結節機能、企業等による実証実験 などの検討 

※このイメージ図は、新たな地域拠点の創出に向けた研究会等での検討内容を基に作成したものであり、配置や機能、実施事業などについて確定したものではありません。 

出典：photoＡＣ（各種イメージ画像）、日産自動車㈱（福島県浪江町）、日本交通計画協会「都市と交通」通巻 74 号（広島県廿日市市）、福岡モビリティショー（小型コミュニティＥＶバスのイメージ）、北陸・信越観光ナビ（トレインパーク白山） 

 


